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令和２年 

奈良市議会５月臨時会 



 

条例制定改廃調書 
 

１ 名  称 奈良市介護保険条例の一部を改正する条例（市長専決処分） 

２ 制定改廃 

の根拠法令、

関係通達等 

・地域における医療及び介護の総合的な確保

を推進するための関係法律の整備等に関す

る法律（平成２６年法律第８３号） 

 

・介護保険法施行令の一部を改正する政令

（令和２年政令第９８号） 

４ 制定改廃

の概要 

１．低所得者（第１段階、第２段階及び第３段階）に対する令和

２年度における保険料の軽減措置を強化する。（第４条第２

項、第３項及び第４項関係） 

(1) 第１段階 ２１，０００円（現行 ２６，３００円） 

(2) 第２段階 ３１，６００円（現行 ４０，３００円） 

(3) 第３段階 ４５，６００円（現行 ４７，３００円） 

 

３ 制定改廃 

の理由 

・地域における医療及び介護の総合的な確保

を推進するための関係法律の整備等に関す

る法律による介護保険法の改正により、平

成２７年度分の保険料から公費を投入し

て、低所得者に対する負担軽減措置を図っ

ている。 

介護保険法施行令の一部改正により、令和

元年１０月の消費税率１０％への引上げに

合わせて、更に負担の軽減の強化が行われ

ることに伴い、当該軽減額について条例上

規定の整備を行おうとするもの。 

５ 施行期日 令和２年４月１日 所管部課 福祉部 介護福祉課 
 



議案番号 ５５ 

1/1 

  奈良市介護保険条例 新旧対照表 

 

現行 改正案 

（保険料率） （保険料率） 

第４条 略 第４条 略 

２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額賦課に係る

令和元年度及び令和２年度の各年度における保険料率は、同号の規定にか

かわらず、26,300円とする。 

２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額賦課に係る

＿＿＿＿＿＿＿令和２年度＿＿＿＿における保険料率は、同号の規定にか

かわらず、21,000円とする。 

３ 前項の規定は、第１項第２号に掲げる第１号被保険者についての保険料

の減額賦課に係る令和元年度及び令和２年度の各年度における保険料率に

ついて準用する。この場合において、前項中「26,300円」とあるのは、

「40,300円」と読み替えるものとする。 

３ 前項の規定は、第１項第２号に掲げる第１号被保険者についての保険料

の減額賦課に係る＿＿＿＿＿＿＿令和２年度＿＿＿＿における保険料率に

ついて準用する。この場合において、前項中「21,000円」とあるのは、

「31,600円」と読み替えるものとする。 

４ 第２項の規定は、第１項第３号に掲げる第１号被保険者についての保険

料の減額賦課に係る令和元年度及び令和２年度の各年度における保険料率

について準用する。この場合において、第２項中「26,300円」とあるの

は、「47,300円」と読み替えるものとする。 

４ 第２項の規定は、第１項第３号に掲げる第１号被保険者についての保険

料の減額賦課に係る＿＿＿＿＿＿＿令和２年度＿＿＿＿＿における保険料

率について準用する。この場合において、第２項中「21,000円」とあるの

は、「45,600円」と読み替えるものとする。 

 



 

条例制定改廃調書 
 

１ 名  称 奈良市特別職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

２ 制定改廃 

の根拠法令、

関係通達等 

 ４ 制定改廃

の概要 

１．令和２年６月及び同年１２月に支給する期末手当について

は、市長にあっては１００分の３０、副市長、教育長、常勤の

監査委員及び公営企業管理者にあっては１００分の１０に相当

する額を減じた額とする。 

 (1) 奈良市特別職の職員の給与に関する条例（附則第１６項関

係） 

 (2) 教育長の給与に関する条例（附則第８項関係） 

 (3) 奈良市常勤の監査委員の給与に関する条例（附則第７項関

係） 

  (4) 奈良市公営企業管理者の給与に関する条例（附則第８項関

係） 

 

３ 制定改廃 

の理由 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受

け、市長、副市長、教育長、常勤の監査委

員及び公営企業管理者の期末手当の減額を

行う。 

 

 

５ 施行期日 公布の日 担当課 総合政策部 人事課 

 



議案番号 ５７ 

1/4 

奈良市特別職の職員の給与に関する条例 新旧対照表（第１条による改正） 

 

現行 改正案 

   附 則    附 則 

１～15 略 １～15 略 

 （令和２年６月及び同年12月に支給する期末手当に関する特例措置） 

 16 令和２年６月及び同年12月に支給する市長等の期末手当の額は、第６条

の規定にかかわらず、同条の規定により算出した額から、その額に100分の

30（副市長にあつては、100分の10）を乗じて得た額（その額に１円未満の

端数を生じたときは、これを切り捨てた額）を減じた額とする。 

 

  



議案番号 ５７ 

2/4 

教育長の給与に関する条例 新旧対照表（第２条による改正） 

 

現行 改正案 

   附 則    附 則 

１～７ 略 １～７ 略 

 （令和２年６月及び同年12月に支給する期末手当に関する特例措置） 

 ８ 令和２年６月及び同年12月に支給する教育長の期末手当の額は、第５条

の規定にかかわらず、同条の規定により算出した額から、その額に100分の

10を乗じて得た額（その額に１円未満の端数を生じたときは、これを切り

捨てた額）を減じた額とする。 

 

  



議案番号 ５７ 

3/4 

奈良市常勤の監査委員の給与に関する条例 新旧対照表（第３条による改正） 

 

現行 改正案 

   附 則    附 則 

１～６ 略 １～６ 略 

 （令和２年６月及び同年12月に支給する期末手当に関する特例措置） 

 ７ 令和２年６月及び同年12月に支給する監査委員の期末手当の額は、第６

条の規定にかかわらず、同条の規定により算出した額から、その額に100分

の10を乗じて得た額（その額に１円未満の端数を生じたときは、これを切

り捨てた額）を減じた額とする。 

 

  



議案番号 ５７ 

4/4 

奈良市公営企業管理者の給与に関する条例 新旧対照表（第４条による改正） 

 

現行 改正案 

   附 則    附 則 

１～７ 略 １～７ 略 

 （令和２年６月及び同年12月に支給する期末手当に関する特例措置） 

 ８ 令和２年６月及び同年12月に支給する管理者の期末手当の額は、第５条

の規定にかかわらず、同条の規定により算出した額から、その額に100分の

10を乗じて得た額（その額に１円未満の端数を生じたときは、これを切り

捨てた額）を減じた額とする。 

 

 



 

条例制定改廃調書 
 

１ 名  称 奈良市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

２ 制定改廃 

の根拠法令、

関係通達等 

・新型コロナウイルス感染症に感染した被用

者等に対する傷病手当金の支給について

（令和２年３月２４日付厚生労働省保険局

国民健康保険課、厚生労働省保険局高齢者

医療課事務連絡） 

４ 制定改廃

の概要 

１．給与等の支払を受けている被保険者が新型コロナウイルス感

染症の療養のため労務に服することができないときは、その労

務に服することができなくなった日から起算して３日を経過し

た日から労務に服することができない期間のうち労務に就くこ

とを予定していた日について、傷病手当金を支給する。（附則第

１４項関係） 

 

２．傷病手当金の額は、１日につき、傷病手当金の支給を始める

日の属する月以前の直近の継続した３月間の給与等の収入の額

の合計額を就労日数で除した金額の３分の２に相当する金額と

する。（附則第１５項関係） 
３ 制定改廃 

の理由 

・新型コロナウイルス感染症に感染した被用

者等に対し、傷病手当金の支給を行うため

所要の規定の整備を行う必要があるため。 

５ 施行期日 公布の日 所管部課 福祉部 国保年金課 
 



議案番号 ５８ 

1/2 

奈良市国民健康保険条例 新旧対照表 

 

現行 改正案 

附 則 附 則 

１～13 略 １～13 略 

 （新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者等に係る傷病手当金） 

 14 給与等（所得税法第28条第１項に規定する給与等をいい、賞与（健康保

険法第３条第６項に規定する賞与をいう。）を除く。以下同じ。）の支払

を受けている被保険者が療養のため労務に服することができないとき（新

型インフルエンザ等対策特別措置法（平成24年法律第31号）附則第１条の

２に規定する新型コロナウイルス感染症（以下「新型コロナウイルス感染

症」という。）に感染したとき又は発熱等の症状があり新型コロナウイル

ス感染症の感染が疑われるときに限る。）は、その労務に服することがで

きなくなつた日から起算して３日を経過した日（その日が令和２年１月１

日から規則で定める日までの間にある場合に限る。）から労務に服するこ

とができない期間のうち労務に就くことを予定していた日について、傷病

手当金を支給する。 

 15 傷病手当金の額は、１日につき、傷病手当金の支給を始める日の属する

月以前の直近の継続した３月間の給与等の収入の額の合計額を就労日数で

除した金額（その金額に５円未満の端数があるときはこれを切り捨て、５

円以上10円未満の端数があるときはこれを10円に切り上げるものとする。）

の３分の２に相当する金額（その金額に50銭未満の端数があるときはこれ

を切り捨て、50銭以上１円未満の端数があるときはこれを１円に切り上げ

るものとする。）とする。ただし、健康保険法第40条第１項に規定する標

準報酬月額等級の最高等級の標準報酬月額の30分の１に相当する金額の３

分の２に相当する金額を超えるときは、その金額とする。 

 16 傷病手当金の支給期間は、その支給を始めた日から起算して１年６月を

超えないものとする。 



議案番号 ５８ 

2/2 

現行 改正案 

 （新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者等に係る傷病手当金と給

与等との調整） 

 17 新型コロナウイルス感染症に感染した場合又は発熱等の症状があり新型

コロナウイルス感染症の感染が疑われる場合において給与等の全部又は一

部を受けることができる者に対しては、これを受けることができる期間は、

傷病手当金を支給しない。ただし、その受けることができる給与等の額が、

附則第15項の規定により算定される額より少ないときは、その差額を支給

する。 

 18 前項に規定する者が、新型コロナウイルス感染症に感染した場合におい

て、その受けることができるはずであつた給与等の全部又は一部につき、

その全額を受けることができなかつたときは傷病手当金の全額、その一部

を受けることができなかつた場合においてその受けた額が傷病手当金の額

より少ないときはその額と傷病手当金との差額を支給する。ただし、同項

ただし書の規定により傷病手当金の一部を受けたときは、その額を支給額

から控除する。 

 19 前項の規定により市が支給した金額は、当該被保険者を使用する事業所

の事業主から徴収する。 

 



 

条例制定改廃調書 
 

１ 名  称 奈良市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例 

２ 制定改廃 

の根拠法令、

関係通達等 

・新型コロナウイルス感染症に感染した被用

者等に対する傷病手当金の支給について

（令和２年３月２４日付厚生労働省保険局

国民健康保険課、厚生労働省保険局高齢者

医療課事務連絡） 

 

・奈良県後期高齢者医療広域連合後期高齢者

医療に関する条例の一部を改正する条例

（令和２年奈良県後期高齢者医療広域連合

条例第４号） 

４ 制定改廃

の概要 

１．奈良県後期高齢者医療広域連合による傷病手当金の支給につ

いて、本市で当該傷病手当金の支給に係る申請書の提出受付を

行う規定を加える。（附則第３条関係） 

３ 制定改廃 

の理由 

・新型コロナウイルス感染症に感染した後期

高齢者等に対し、傷病手当金の支給を行う

ため、奈良県後期高齢者医療広域連合が上

記の条例を公布したことから、本市で傷病

手当金の支給申請の受付事務を行うことと

なった。このため、所要の規定の整備を行

う必要があることから条例を改正する。 

５ 施行期日 公布の日 所管部課 福祉部 福祉医療課 
 



議案番号 ５９ 

1/1 

奈良市後期高齢者医療に関する条例 新旧対照表 

 

現行 改正案 

附 則 附 則 

（延滞金の割合の特例） （延滞金の割合の特例） 

第２条 略 第２条 略 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ （市において行う事務の特例） 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 第３条 広域連合条例附則第４条第１項の規定による傷病手当金の支給が行

われる間、市は、第２条の規定により行う事務のほか、当該傷病手当金の

支給に係る申請書の提出の受付を行う。 
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